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森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策

＜対策のポイント＞
カーボンニュートラルの実現に向け、森林の循環利⽤を促進する観点から、川上から川下までの森林・林業・⽊材産業政策を総合的に推進します。

＜政策⽬標＞
国産材の供給・利⽤量の増加（34百万m3 ［令和５年］→ 42百万m3 ［令和12年まで］）

＜事業の全体像＞

【令和７年度予算概算決定額 14,351,245（14,397,655）千円】
（令和６年度補正予算額（林業・⽊材産業国際競争⼒強化総合対策） 45,852,821千円）
（令和６年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策） 5,634,710千円）

１．森林の集約化モデル地域実証事業
・循環利⽤に取り組む林業経営体へ森林の集積・集約化を進めるための、
地域の森林の将来像の作成・共有、境界確定、関係者間でのデジタル森
林情報の共有等を⽀援

３．林業デジタル・イノベーション総合対策
・林業機械の⾃動化・遠隔操作化技術や森林内の通信技術・⽊質系新
素材の開発・実証、先進技術を活⽤する技術者の育成、デジタル林業戦
略拠点の構築等を⽀援

５．⽊材需要の創出・輸出⼒強化対策
・地域の取組に対する⽊材利⽤の専⾨家派遣、 CLT等の輸出促進、合
法伐採⽊材の利⽤促進、⽊質バイオマスを活⽤した「地域内エコシステム」
の展開、特⽤林産物の需要拡⼤等を⽀援

７．林業・⽊材産業⾦融対策
・意欲と能⼒のある林業経営者が⾏う機械導⼊・施設整備に対する融資
の円滑化を⽀援

２．林業・⽊材産業循環成⻑対策
・路網の整備・機能強化、搬出間伐の実施、再造林の低コスト化、⾼性能
林業機械の導⼊とともに、⽊材加⼯流通施設の整備や⽊造公共建築物の
整備、森林由来Ｊ－クレジット等森林価値の活⽤等を⽀援

６．森林・林業担い⼿育成総合対策
・「緑の雇⽤」事業による新規就業者への体系的な研修、林業⼤学校で
学ぶ就業前の⻘年への給付⾦給付、林業経営体の労働安全対策等を
⽀援

8．森林・⼭村地域活性化振興対策

・⾥⼭林の整備・活⽤に取り組む組織の確保・育成、「半林半X」を含む
活動の実践による⼭村地域活性化を⽀援

４．建築⽤⽊材供給・利⽤強化対策

・⽊造中層建築物に係る設計や⽊質耐⽕部材・JAS構造材の技術開発、
製材やCLT等を⽤いた建築物の低コスト化に向けた技術開発や設計・建築
実証、⽊造建築物の設計者・施⼯者の育成等を⽀援
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森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち
林業デジタル・イノベーション総合対策

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．林業イノベーションハブ構築事業 39,000（39,000）千円

イノベーションの推進に向けた⽀援プラットフォームの構築・運営等を実施します。

２．戦略的技術開発・実証事業 70,000（70,000）千円
林業機械の⾃動化・遠隔操作化技術、森林内通信技術、⽊質系新素材等の
開発・実証を⽀援します。

３．ICT活⽤推進対策
① ICT活⽤技術者育成事業 45,541（ー）千円
ICT等先進技術を活⽤して資源分析や路網設計ができる技術者の育成等を実
施します。

② ICT活⽤環境整備事業 43,299（ー）千円
ICTを活⽤して資源調査や⽣産管理等の効率化・省⼒化を図るソフト等の導⼊
を⽀援します。また、林地台帳を効率的に更新するツールの整備等を実施します。

４．デジタル林業戦略拠点構築推進事業 78,000（78,000）千円
地域⼀体で林業活動にデジタル技術をフル活⽤する拠点づくりを⽀援します。

＜対策のポイント＞
林業イノベーションプラットフォームの構築・運営、林業機械の⾃動化・遠隔操作化技術や⽊質系新素材等の開発・実証、ICTの活⽤に向けた技術者育
成やソフト等の導⼊、「デジタル林業戦略拠点」の構築等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ ⾃動化等の機能を持った⾼性能林業機械等の実⽤化（８件［令和７年度まで］）
○ デジタル技術を地域全体でフル活⽤する取組の普及（デジタル林業戦略拠点が１つ以上ある都道府県数25［令和12年度まで］）

林業イノベーションハブ構築事業

ICT活⽤推進対策
○技術者育成、ソフト等の導⼊、林地台帳を効率的に更
新するツールの整備

○「デジタル林業戦略
拠点」の構築
森林調査、伐採・流通、
再造林等へのデジタル
技術の活⽤等

林業機械メーカー 異分野企業等

林業事業者
林業⽀援サービス事業体

（例 森林資源データの解析の代⾏）

○林業事業者や異分野企業等が参画するプラット
フォームの構築・運営

○林業のデジタル化に取り組む地域への伴⾛⽀援

○新技術導⼊に向けたルールづくりなどの環境整備

戦略的技術開発・実証事業

林業機械の⾃動化等に向
けた開発・実証

スギを原料とする新素材
「改質リグニン」の社会実装に
向けた技術の開発・実証

○⾃動化技術、⽊質系新素材等の開発・実証

研究機関

⾃治体

プラットフォーム

森林資源の
⾒える化

（森林GISの活⽤）
⼩型UAVによる

空撮

デジタル林業戦略拠点
構築推進事業

地形情報資源情報

ソフト等の導⼊技術者育成
改質リグニン

＜事業の流れ＞

（１、２、３の①、②の事業の⼀部、４の事業）

国

地域コンソーシアム、⺠間団体等
※国有林においては、直轄で実施

委託、定額、1/2

林業経営体等
定額、1/2定額、1/2

都道府県 （３の②の事業の⼀部）
［お問い合わせ先］ 林野庁研究指導課（03-3501-5025）

原⽊運送会社

実証内容・
技術改良等の
アドバイス

地域コンソーシアム

⼤学・研究機関 デジタル技術、
機器・アプリ等の提供

森林情報の提供、
関係者の意⾒調整

資⾦計画の
アドバイス

⾦融機関

林業⽀援サービス事業体
機械メーカー

出材コーディネーター
(県森連等)都道府県・市町村

森林組合 林業事業体 製材・合板⼯場

【令和７年度予算概算決定額 275,840（403,030）千円】
（令和６年度補正予算額(林業・⽊材産業国際競争⼒強化総合対策の⼀部) 450,000千円）
（ 〃 (花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策) 5,634,710千円の内数）
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森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち林業デジタル・イノベーション総合対策のうち
林業イノベーションハブ構築事業 【令和７年度予算概算決定額 39,000（39,000）千円】

林業のデジタル化の伴⾛⽀援

〇 有識者委員会において、
イノベーションを推進する
ための⽅策を検討

［お問い合わせ先］ 林野庁研究指導課技術開発推進室（03-3501-5025）

⾃治体

研究機関
林業事業者

林業機械メーカー

林業⽀援サービス事業体

スタートアップ・異分野企業等

調査・⽅策検討

〇 林業事業者や林業機械メーカーに、スタートアップ・異分野企業等の新たなプレイヤーを加え、
相互の交流を推進するイベント等を実施

〇 新たな製品・サービスや、それらの導⼊
効果・改善点等の情報を交換

→ 新技術の改良、更なる普及を加速し、
林業現場の課題を解決

〇 林業現場の課題を共有し、各プレイヤーの
強み・希望する協業先等の情報を交換

→ 異なる強み・技術を有する者が協業し、
新たな製品・サービスの実⽤化を加速

〇 ⾃動化・遠隔操作化技術の安全性
について、検討会を設置し、ルールづく
りを実施

＜事業の流れ＞ ⺠間団体等
委託

国

新技術導⼊環境整備

＜対策のポイント＞
林業の安全性と⽣産性の⾶躍的向上に必要な新技術の開発と現場実装を加速化するため、異分野企業等が参画するプラットフォームの
構築・運営、林業のデジタル化に取り組む地域への伴⾛⽀援、⾃動化・遠隔操作化技術の安全対策ルールづくり等を実施します。

⾃動運転・遠隔
操作林業機械
の安全性確保

ガイドライン

（成果のイメージ）（⾃動運転技術の例）

〇 国の技術開発⽅針等
の検討に活⽤するため、
先進技術等を調査

〇 林業のデジタル化に取り組む地域に対して、コーディネーター派遣等に
よる伴⾛⽀援を実施

〇 先進地域の取組成果を活⽤し、他地域への横展開に必要な伴⾛
⽀援ツールを充実

体制整備等
のための

チェックリスト

デジタル化
費⽤対効
果算定
ツール

森ハブ・プラットフォーム構築・運営

フェーズ③ 地域が一体となったデジタ
ル林業の自律的展開

フェーズ② 複数事業者・工程の連携に
よる実証プロジェクト

フェーズ① 地域コンソーシアムの形成
と課題の明確化

（地域における取組の進展のイメージ）（伴⾛⽀援ツールの例）

林業イノベーションハブセンター（森ハブ）
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森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち林業デジタル・イノベーション総合対策のうち
戦略的技術開発・実証事業

＜対策のポイント＞
林業の安全性、⽣産性及び収益性の⾶躍的な向上や、⽇本固有のスギを活⽤する⽊質系新素材の社会実装に向けて、林業機械の⾃
動化・遠隔操作化技術、森林内の通信技術、⽊質系新素材等の開発・実証を⽀援します。
森ハブ・プラットフォームに参画する企業の協業案件について、優先採択します。

⽊質系新素材の開発・実証

【令和７年度予算概算決定額 70,000（70,000）千円】

下刈り作業の⾃動化

架線集材作業の⾃動化

林業機械の開発・実証
林業の安全性、⽣産性及び収益性の⾶躍的な向上に向けて、
以下の取組を⽀援
・伐倒・集材等の素材⽣産や造林作業の⾃動化・遠隔操作化等に向けた
林業機械の開発・実証、事業規模での実証・改良
・森林作業の安全性・⽣産性の向上に資するソフトウェア・機器の開発・実証
・森林内の通信環境の確保に向けた通信技術・機器等の開発・実証

［お問合せ先］林野庁研究指導課技術開発推進室（03-3501-5025）

伐倒作業の⾃動化・遠隔操作化

スギ材を原料とする新素材「改質リグニン」の社会実装を促進するため、
以下の取組を⽀援

⺠間団体等
定額

国＜事業の流れ＞

・改質リグニンを導⼊した、リサイクル可能な材料や製品の軽量化・
⻑寿命化などに資する材料の開発・実証

改質リグニンの環境適合性向上に資する技術の開発・実証

・改質リグニン製造の副産物の利⽤技術の開発・実証

リサイクル性や軽量化・
⻑寿命化等環境負荷
軽減に資する材料

改質リグニンを導⼊した
材料の開発・実証

将来的な⽤途
（イメージ）

改質リグニン

副産パルプ等

＜利⽤イメージ＞
・プラスチックへの添加
・家畜飼料、きのこ培地
・糖化発酵によるバイオ
化学製品 など

素材⽣産分野における林業機械の開発・実証

造林分野における林業機械の開発・実証

路網集材作業の⾃動化

植栽作業の省⼒化
に資する電動機械

通信技術の開発・実証

⾃動運転機械の監視、データ通信等
に必要な通信環境の確保
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．ICT活⽤技術者育成事業
① スマート林業推進技術者育成事業 30,541 (ー) 千円

ICT等の先進技術を活⽤して、資源状況等を的確に把握し、地域の中⻑期的な森林・林
業のビジョンを構想できる技術者を育成するための研修を実施します｡

② スマート林業教育推進事業 15,000 (ー) 千円
林業⾼校や林業⼤学校におけるスマート林業教育を進めるため、スマート林業教育プログラ

ムの作成と実践、オンライン学習教材の作成、教職員対象のオンラインサミットを実施します。

２．ICT活⽤環境整備事業
① ICT活⽤ソフト等導⼊推進事業 13,526 (ー) 千円

地形や森林資源量等を計測するレーザ計測機器、⽣産計画や⽣産管理の効率化を図る
ソフト、路網の設計やICT施⼯に⽤いるソフト等の導⼊を⽀援します。

② ICT活⽤基盤データ整備事業 29,773 (ー) 千円
公的な基礎情報データベースを活⽤して林地台帳を効率的に更新するために必要なツール

の整備や、国有林における境界情報のデジタル化を実施します。

＜対策のポイント＞
 ICT等の先進技術を活⽤して資源状況等を的確に把握し、地域の森林・林業のビジョンを構想できる技術者の育成や、林業⾼校や林業⼤学校における
スマート林業教育の導⼊を進めます。

 森林資源調査、⽣産計画・管理、路網設計・施⼯の効率化・省⼒化を図るソフト等の導⼊を⽀援するとともに、林地台帳を効率的に更新するためのツー
ルの整備等を進めます。

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち 林業デジタル・イノベーション総合対策のうち
ICT活⽤推進対策

＜事業の流れ＞

国
民間団体等

委託

※２の②の⼀部は国有林における直轄事業

（１、２の②の事業）

都道府県 林業経営体等
定額、1/2 定額、1/2

（２の①の事業）

【令和７年度予算概算決定額 88,840（ー）千円】

１、 ２の①の事業 林野庁研究指導課
２の②の事業 計画課

森林資源の⾒える化
（森林GISの活⽤）

路網線形案の作成
（路網設計ソフトの活⽤）

⼩型UAV
による空撮

１．技術者の育成

スマート林業教育
プログラムの実践

①

２①．ソフト等の導⼊推進

②

２②．基盤データの整備
林地台帳 公的な基礎情報

データベース
届出(記載)年月日 記載事由

登記簿上の所有者

氏名・名称
共有の
有無

住所

登記年月日

林小班 森林経営計画 公益的機能別施業森林等

林班 小班群 小班
小班
枝番

認定の
有無

森林の土地の境界に関する
測量等の実施状況

地籍調査 済 ・ 未済
地籍調査

実施年月日
境界の確定に
資する測量

済 ・一部済・ 未済

現に所有している者・
所有者とみなされる者

氏名・名称
共有の
有無

住所

認定者の種類 認定年月 区分 施業方法

住所
届出(記載)

年月日

住所

現に所有している者・所有者とみなされる者の共有者の一覧
共有者

氏名・名称 記載事由

共有者

住所

氏名・名称 登記年月日

住所
届出(記載)

年月日

氏名・名称 登記年月日

登記簿上の所有者に係る共有者の一覧

氏名・名称 記載事由

実施年月日

林　地　台　帳

所在等
所在・地番

地目 面積 ha

取得

公的な基礎情報をもとに林地台帳を
効率的に更新するツールを整備

※上記のほか、国有林の境界情報の
デジタル化を直轄事業で実施

施業提案ソフト

⽣産計画

⽇報管理ソフト

⽣産管理

資源データから施業提案書を作成、
GNSSを活⽤した境界測量

路網の設計・施⼯

資源情報、地形情報を
3次元データとして取得

資源調査

林内測位機器

スマホ等で作業
データを⼊⼒、
⽇報を⾃動作成

森林総合監理⼠等

林業⾼校・
林業⼤学校
の学⽣

３次元データを基にしたソフト上での設計、
ICT建機による施⼯

路網線形設計⽀援ソフト ３次元設計ソフト

レーザ計測機器

ＥＰ

ＢＰ
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参加者

【令和７年度予算概算決定額 30,541 （ー）千円】

＜背景＞
ICT等の先進技術を活⽤して、資源状況等を的確に把握・分析した上で、地域の中⻑期的な森林・林業のビジョン（計画、⽅針等）
を構想できる技術者や、市町村に対して市町村森林整備計画の作成を⽀援できる技術者の育成が必要。
＜対策のポイント＞
林業普及指導員や森林総合監理⼠を対象とした研修により、ICTを⽤いて地域の森林・林業ビジョンを構想できる技術者を育成します。

研修の様⼦

地域の特性を把握 ドローンによる林分状況の把握 ICTソフト等を活⽤し
伐採・搬出・造林の計画を作成

作成した計画案を発表・講評

事前（オンデマンド）研修（７時間）

実習研修（全国６ブロック ３泊４⽇）
カリキュラムに含まれるICT等全国６ブロックにおいて、ICT等を活⽤して林況や地形を⾼精度なデータ

で把握し、当該データに基づき、路網や伐採、搬出、造林等の計画や販
路等を検討し、地域の森林・林業ビジョンを提案
• 林内レーザ測量やドローン画像解析により、森林資源の⾼精度な情報を把握
• 航空レーザのデータ解析により把握した⾼精度の地形データを基に路網を設計
• 資源情報や路網、販路を念頭においた、伐採、搬出、造林の計画を作成
• 地域の森林・林業ビジョンを提案・講評

対 象 者
• 林業普及指導員（都道府県職員）
• 森林総合監理⼠（都道府県職員のほか、国有林野職員
や⺠間の資格者含む）

• 上記を⽬指す者

• 森林ゾーニング⽀援ツール（災害リスクと収益性のクロス分析）
• ドローン（空撮による林分状況把握）
• 航空・林内レーザー計測（地形や林況の３次元データ把握）
• QGIS（林分状況、地形情報の把握）
• 路網設計ソフト（地形データから路線を⾃動設計）

実地での研修前に、林業において導⼊が進みつつあるICT等先進技術
の知識、活⽤⽅法を、事例も交えながら学習

ICTの活⽤について多くの知
識を吸収することができた。
県の若⼿職員に是⾮、受講
を勧めたい。

QGISや路網設計ソフトの活⽤は⼤変
勉強になった。 国有林の職員とも森づく
りについて議論ができたのは良かった。

ICT活⽤推進対策のうち ICT活⽤技術者育成事業のうち
スマート林業推進技術者育成事業
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【令和７年度予算概算決定額 15,000 （ー）千円】

14.3%

71.4%

14.3%

極めて満⾜
満⾜
どちらともいえない

事業期間はオンライン学習サービスで配信、
終了後は農林⽔産省youtubeチャンネル（maffchannel）で配信

１.地域協働型スマート林業教育プログラムの作成・実施 ２.スマート林業教育学習コンテンツの作成・配信

３.スマート林業教育推進サミットの開催

Ｒ４吉⽥島⾼校(神奈川県)
専⽤アプリを⽴⽊にかざしデータを取得

Ｒ５ ⿅沼南⾼校(栃⽊県)
外部講師によるドローン操作の授業

成果報告 成果報告

A⾼校の取組は本当にすごい。
ここまでの教育を受けた学⽣は
即戦⼒としてすぐに現場で活躍
できると期待が膨らむ

サミット満⾜度

林業の学科は少なく他校との情報交換がほ
とんどない状況にある中、このような貴重な機
会を設けていただけたことに本当に感謝

 授業や⾃習⽤教材として活⽤できるオンライン学習コンテンツを作成し配信 林業⾼校等と林業経営体、地⽅公共団体が連携し、地域協働型
のスマート林業教育プログラムを作成し実施

 全国の林業⾼校の教職員及び都道府県の林業⾼校担当職員等を対象とし、林業⾼校等におけるスマート林業教育の普及に向けた課題や
対応策を提起し共有する場としてオンラインサミットを開催

スマート林業を授業に取
り⼊れるにあたり、具体的
な段取りを知りたい

＜コンテンツ＞
令和４〜６年度
・森林計測・調査
・伐採計画、伐⽊造材作業
・⽊材の流通、⽊材の利⽤
・これからの森林経営
・造林、⿃獣被害対策 等

令和７年度（予定）
・スマート林業教育プログラム
の実践（１で作成したプログ
ラムの実施校の取組を紹介）

事業終了後は１の成果報告は、農林⽔産省youtubeチャンネル（maffchannel）で配信

ICT活⽤推進対策のうち ICT活⽤技術者育成事業のうち
スマート林業教育推進事業

〈実績〉令和４年度：３校、令和５年度：３校、令和６年度：３校
作成した教育プログラムは林野庁ホームページに掲載

R5年度の開催の様⼦

○ 林業⾼校や林業⼤学校においてスマート林業教育の実施が期待されていますが、教材や教員の知識不⾜などの課題があります。
○ 将来のスマート林業を担う⼈材の育成に向け、スマート林業教育プログラムやオンライン学習コンテンツの作成、林業⾼校の教員等を対象とした
オンラインサミットを開催します。
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ソフト等の導⼊事例・活⽤効果を情報発信し、他の林業経営体等へ普及

ICT活⽤推進対策のうち ICT活⽤環境整備事業のうち
ICT活⽤ソフト等導⼊推進事業

路網の設計・施⼯⽣産計画

I
C
T
活
⽤

・計測データから⽣産量
を計算

・施業提案書作成を簡略化

施業提案ソフト ⽇報管理ソフト

・⼿作業で⽴⽊の径級を計測
・計測結果を野帳に⼿書き

管理監督者現場作業員 サーバ

⽇報⼊⼒
作業時間
進捗率
事業量

労務管理
⽣産性分析

報告 管理・分
析

林業経営体等に対して、ICT活⽤ソフト等の導⼊や操作研修の⽀援を実施。
資源調査、⽣産計画・管理、路網設計・施⼯におけるICT活⽤により、効率化・省⼒化を実現。

・野帳の数値をPCに⼊⼒し
⽣産量を計算

・施業提案書は別途作成

・作業内容を⼿書きで記録
・⽇報を⼿書きやPCにて作成

・作業内容をスマホで⼊⼒
・⽇報を⾃動作成、データの管理・分
析が容易

従
来

レーザ計測機器

・レーザ照射により、地形情報、
資源情報を3次元データとして
取得

ドローン搭載型

地上
設置型

資源調査 ⽣産管理

現場作業員 ⽇報の作成

・施⼯前に丁張の設置
・検測しながら施⼯

・現地測量を⾏い、予備
設計・費⽤⾒積もり

平面図

縦断図

・３次元データを基に
ソフト上で予備設計、
費⽤⾒積り

・施⼯前の丁張が不要
・3次元設計データを活⽤
したICT建機による施⼯、
出来形管理

路網線形設計
⽀援ソフト

１ha当たりの調査⼈員
６８％減 ４９％減

１ha当たりの施業提案書作成⼈員 ⽇報の記⼊・管理時間
６６％減

１路線当たりの調査・設計・積算⼈員
４３％減

施業提案書の作成

・２⼈１組で距離・
⾓度を計測し、境
界を把握

・GNSSの信号を受信
し測量、１⼈で⼿
軽に境界を把握

森林境界調査

林内測位機器 ３次元設計
ソフト

※林内測位・通信機器の導⼊は、施業提案等ソフトの導⼊と
セットの場合に限る

※削減効果は導⼊した事業体等における個別事例であり、使⽤条件により異なる

ＥＰ

ＢＰ

【令和７年度予算概算決定額 13,526（ー）千円】
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基幹事業
（実証活動、資機材購⼊費等を⽀援）

提案事業
（実証活動、資機材購⼊費等を⽀援）

○多様な関係者で構成される地域コンソーシアムが主体となり、地域⼀体で、森林調査から原⽊の⽣産・流通に⾄る林業活動にデジタル技術を
フル活⽤する「デジタル林業戦略拠点」の構築を進めます（「点的」な取組から、「⾯的」な取組へ）。

地域の⽊材⽣産・流通の収益性を持続的に向上

【令和７年度概算決定額 78,000（78,000）千円】

地域コンソーシアム

出材コーディネーター
(県森連等)

デジタル技術、
機器・アプリ等
の提供

林業⽀援サービス事業体
機械メーカー

森林情報の提
供、関係者の
意⾒調整

都道府県・市町村

コーディネーター

森林組合

林業事業体

⾦融機関

資⾦計画の
アドバイス

⼤学・研究機関
実証内容・
技術改良等の
アドバイス

製材・合板⼯場

地域が⼀体となったデジタル林業の⾃律的展開
（デジタル林業戦略拠点の構築）

原⽊運送会社

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課技術開発推進室（03-3501-5025）地域コンソーシアム定額、1/2国＜事業の流れ＞

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち林業デジタル・イノベーション総合対策のうち
デジタル林業戦略拠点構築推進事業

⽊材検収システム

レーザ計測

施業提案ソフト

トラック運材の効率化

伐採・流通の効率化

森林調査・施業の集約化

情報共有

需給マッチング
システムの構築

通信システムの検証

・ LPWA通信を活
⽤した安全管理

デジタル・通信技術の活⽤

再造林の省⼒・低コスト化

遠隔操作式下刈機械

ドローンによる苗⽊運搬

・地上レーザやドローンの活⽤
による⾼精度な森林資源
情報の取得

・ICTを活⽤した⽣産管理
（複数の現場の⽣産量等
の情報共有・⼀元化）

・ドローンを活⽤した苗
⽊運搬

林業イノベーションハブセンター（森ハブ）

・遠隔操作下刈機械の
活⽤

など

など

・衛星通信システム
の利⽤検証

・⽣産量・伐採収益の推定ソ
フトや、路網設計⽀援ソフト
の活⽤ など

など

・原⽊輸送トラックの配⾞の
効率化

・製材⼯場等の⽊材需要と
⼭側の⽊材供給のマッチ
ング

・植栽計画のデジタル化
とGNSS活⽤による植
栽作業の効率化 デジタル技術を活⽤

した植栽計画

第３者の視点で進捗を評価、
取組⽅針を指導・助⾔
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
1．森林・林業担い⼿育成対策 4,654,215（4,636,374）千円
① 「緑の雇⽤」担い⼿確保⽀援事業 3,955,049（3,957,841）千円
新規就業者への体系的な研修、現場技能者のキャリアアップ研修等を⽀援します。

② 緑の⻘年就業準備給付⾦事業 573,496（543,496）千円
林業⼤学校等において、林業への就業に必要な知識・技術等の習得を促進し、将

来的に林業経営も担い得る有望な⼈材として期待される⻘年を⽀援します。
③ 未来の林業を⽀える林業後継者養成事業 19,566（21,380）千円
⾼校⽣等を対象とする林業への就業促進活動、林業グループや⼥性林業者の活

動を⽀援します。
④ 技能評価・外国⼈材受⼊推進対策 65,525（72,806）千円

林業に関する技能評価の推進、外国⼈材受⼊れに向けた条件整備を⽀援します。
⑤ 森林プランナー育成対策 40,579（40,851）千円

施業集約化に向けた合意形成や⽊材の有利販売に取り組む森林プランナーの育
成に向けた取組を⽀援します。

２．林業労働安全強化対策 71,155（71,155）千円
労働災害を未然に防⽌するため、安全診断、研修の実施等を⽀援します。

＜対策のポイント＞
新規就業者等への体系的な研修、林業⼤学校で学ぶ就業前の⻘年への給付⾦給付、⾼校⽣の就業や⼥性の活躍の促進、森林プランナーの育成、技能

評価の推進、外国⼈材受⼊れに向けた条件整備、労働安全対策等の取組を推進します。
、

＜事業⽬標＞
○ 新規就業者の確保（1,200⼈［令和７年度］） ○ 認定森林施業プランナーの育成（現役⼈数3,500⼈［令和12年度まで］）
○ 労働安全の向上（死傷年千⼈率５割削減［令和12年まで］）

＜事業の流れ＞

国 都道府県等

⺠間団体等

林業経営体

給付対象者

（１①の事業）

（１②の事業）

⺠間団体等
定額

定額, 1/2※

定額

（１③~⑤、２の事業）※1/2は⑤の⼀部 ［お問い合わせ先］（１①、②、④、⑤、２の事業） 林野庁経営課 （03-3502-1629）
（１③の事業） 研究指導課 （03-3502-5721）

２．林業労働安全強化対策

安全診断、伐採研修、作業安全規範等の普及
＊特別教育講師育成の取組

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち
森林・林業担い⼿育成総合対策

[＊は主な拡充事項]1．森林・林業担い⼿育成対策

（９万円/年・⼈）

（９万円/年・⼈）

フォレストリーダー（現場管理責任者）研修

フォレストマネージャー（統括現場管理責任者）研修

キャリアアップ

フォレストワーカー（林業作業⼠）研修
（約137 万円/年・⼈）

林業への就業

森林施業プランナー・森林経営プランナー育成

⾼校⽣に対する
林業就業促進

⽀援等
林業⼤学校等で学ぶ⻘年への

給付⾦の給付
（最⼤155万円/年・⼈ 最⻑２年間給付）

就業ガイダンスの開催
就業時のマッチング⽀援

トライアル雇⽤等

外国⼈材
の受⼊れ
条件整備

多能⼯化
研修

（約９万円/⽉
×最⼤２ヶ⽉

等）

＊外国⼈材向けの安全
作業動画作成等

技能評価の
推進

定額

定額

【令和７年度予算概算決定額 4,725,370（4,743,734）千円】
（令和6年度補正予算額（林業・⽊材産業国際競争⼒強化総合対策の⼀部） 552,000千円）
（令和６年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）5,634,710千円の内数）

作業安全講習会 VRを⽤いた実習
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＜対策のポイント＞
 次代の林業を担う⼈材の確保・育成を図るため、①⾼校⽣等を対象とする林業への就業の促進、②後継者養成等に意欲的な林業グループの活動、
③⼥性林業者や林業に関⼼のある⼥性の活躍促進を⽀援します。
＜事業⽬標＞
 ⾼校⽣・林業グループ・林業に関⼼のある⼥性等、未来の林業を⽀える林業後継者を養成

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち森林・林業担い⼿育成総合対策のうち森林・林業担い⼿育成対策のうち

未来の林業を⽀える林業後継者養成事業

１．⾼校⽣等を対象とする林業への
就業促進を⽀援

 林業グループの林業振興活動
• 地域での森林・林業教育や林業技術研修会
等の実施

 林業グループコンクール
• 地域資源の活⽤や林業後継者の養成等に意
欲的な林業グループの優良な研究活動等の成
果について表彰、普及

 全国林業後継者⼤会（全国植樹祭関連⾏事）
• 社会全体で森林・林業を次世代に引き継ぐ気
運を醸成することを⽬的とし、全国規模の情報
発信・交換・交流を⾏う⼤会

 林業の⼥性活躍に意欲的な⼥性林業者を対象
としたリーダー育成セミナーの開催

 （上記セミナー参加者による）林業に関⼼のあ
る⼥性を対象とした相談会や体験会等の開催

 森林資源を活⽤した起業や事業拡張に意欲が
ある⼥性林業者や林業に関⼼のある⼥性のため
の事業コンサルティングの開催

 ⾼校⽣向け林業体験学習等の実施
• 後継者養成に意欲的な林業グループによる林業
就業体験等の実施

 林業普及情報冊⼦の作成
 全国がんばる林業⾼校⽣表彰
• 知識や技能の習得、社会活動や研究活動への
参画状況等の成果や活動の表彰、普及

２．地域での後継者養成等に意欲的な
林業グループ活動を⽀援

３．⼥性林業者や林業に関⼼のある
⼥性の活躍促進を⽀援

 次代を担う⾼校⽣等の森林・林業への関⼼向上

 林業経営者の意欲向上、地域林業の活性化

 森林・林業を⽀える⼥性後継者の育成
 ⼥性の視点を活かした経営の多⾓化

⾼校⽣の林業体験学習等
（伐倒体験、林業機械操作体験、ドローン操作体験）

林業に関⼼の
ある⼥性向け相
談会や体験会

森林資源を活かした
起業の例

（徳島県上勝町の
葉っぱビジネス）

リーダー育成
セミナー

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-3502-5721）

林業グループコンクール林業グループでの技術研修

＜事業の流れ＞ 国 ⺠間団体等
定額

受講者が
各地で開催

＜事業実施主体＞ ⺠間団体等

【令和７年度予算概算決定額 19,566（21,380）千円】
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．循環型資源基盤整備強化対策等
循環型林業の推進に向け、搬出間伐の実施や路網整備、再造林の低コスト化等

の取組を⼀体的に⽀援するとともに、⾼性能林業機械の導⼊、エリートツリー等の原
種増産技術の開発や苗⽊の⽣産技術向上等の取組を⽀援します。

２．⽊材需要拡⼤・⽊材産業基盤強化対策
⽊材需要の拡⼤及び⽊材産業の基盤強化に資する、公共建築物等の⽊造・⽊

質化、⽊材加⼯流通施設の整備等を⽀援します。

(関連事業)
燃油・資材の森林由来資源への転換等対策

【令和６年度補正予算額】1,700,048千円

［お問い合わせ先］林野庁計画課（03-6744-2082）

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち
林業・⽊材産業循環成⻑対策

＜対策のポイント＞
林業・⽊材産業によるグリーン成⻑に向け、林業の⽣産基盤の強化や再造林の低コスト化を図るとともに、⽊材需要の拡⼤及び⽊材需要に的確に対応で
きる安定的かつ持続可能な供給体制の構築を⽀援します。

＜事業⽬標＞
国産材の供給・利⽤量の増加（34百万m3［令和5年］→ 42百万m3［令和12年まで］）

＜事業の流れ＞

国
都道府県 林業経営体等

定額（1/2、1/3以内等）等

※ 国有林においては、直轄で実施

定額、委託 ⺠間団体等
（市町村、国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構を含む）

川 中︓製材事業者、合板事業者等 川 下︓⽊材需要者

川 上︓森林組合、素材⽣産事業者、⾃伐林家等

林業・⽊材産業によるグリーン成⻑に向けた
川上から川下までの総合的な取組

〇⽊材需要拡⼤・⽊材産業基盤強化対策
・⽊材加⼯流通施設等の整備 ・⽊質バイオマス利⽤促進施設の整備
・特⽤林産振興施設等の整備 ・公共建築物等の⽊造・⽊質化

〇循環型資源基盤整備強化対策
・間伐材⽣産 ・路網整備 ・低コスト再造林対策
・コンテナ苗⽣産基盤施設等の整備
〇⾼性能林業機械の導⼊ 〇森林整備地域活動⽀援対策
〇林業の多様な担い⼿の育成 〇⼭村地域の防災・減災対策
〇森林総合利⽤対策 〇森林資源保全対策 〇優良種苗⽣産推進対策

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円】
（令和６年度補正予算額(林業・⽊材産業国際競争⼒強化総合対策の⼀部) 11,647,300千円）
（令和６年度補正予算額(花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策) 5,634,710千円の内数）

12



林野⽕災予防対策
消⽕資機材の配備、⽕災予防活動等
【実施主体】 都道府県、市町村

（５）野⽣⿃獣被害防除
・野⽣⿃獣による被害を防⽌するための防護資材、捕獲⽤わなの設置
・⻑期の⾏動把握調査や森林被害マップの作成
【実施主体】都道府県、市町村、森林組合等

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち林業・⽊材産業循環成⻑対策のうち
森林資源保全対策
健全な森林の造成を推進するため、地域の実情に応じて都道府県や市町村等が実施する、森林病害⾍や野⽣⿃獣による被害防
除、林野⽕災予防等を⽀援します。

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課森林保護対策室（03-3502-1063）

１．森林資源保護の推進

国 市町村等都道府県 ½以内

消⽕資機材の配備

２．森林環境保全の推進
森林被害マップの作成

Ｒ２ Ｒ４

捕獲⽤の囲いわなはく⽪防⽌資材

（１）森林病害⾍等防除
スギ・ヒノキ病害⾍や突発性森林病害⾍の防除等
【実施主体】 都道府県、市町村等

（２）森林健全化促進
ナラ等の⼤径未被害⽊の伐採、抵抗性マツの植栽等
【実施主体】 都道府県、市町村等

（３）森林病害⾍等防除活動⽀援体制整備促進
防除活動推進のための資機材の整備等
【実施主体】 都道府県、市町村等

（４）松林保全体制整備強化
被害先端地周辺のマツノマダラカミキリ⽣息調査等
【実施主体】 都道府県、市町村等

移動式チッパーミズナラの萌芽（若返り）

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円の内数】

⼭⽕事予防の普及啓発活動
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森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち林業・⽊材産業循環成⻑対策のうち
優良種苗⽣産推進対策

再造林の低コスト化に資するエリートツリー等の優良種苗の供給拡⼤を加速するため、種穂の採取源の充実を図るとともにエリートツリー等の
原種増産技術の開発や苗⽊の⽣産技術の向上等を⽀援する。

原種苗⽊の⽣産・配布等 採種園等の整備、種穂の採取 ⼭⾏苗⽊の⽣産 造林

【種⼦・穂⽊】【採種園・採穂園】

採種
・採穂

【優良個体】

採取

【原種苗⽊】【穂⽊】

育成

【造林】【⼭⾏苗⽊】

出荷C O 2増殖

苗⽊⽣産までの流れ

事業内容

配布
・増殖

＜事業の流れ＞

国
都道府県定額

※ ③国有林においては、直轄で実施（②、⑤の事業）
定額

（①、④の事業）

⺠間団体等

［お問い合わせ先］ （①、⑤の事業） 整備課 (03-3502-8065)
（②、④の事業） 研究指導課 (03-6744-2312)
（③の事業） 業務課 (03-6744-2325)

①、③、④の事業 ⑤の事業②の事業

【令和７年度予算概算決定額 6,186,326（6,510,953）千円の内数】

①指定採取源の拡⼤

採取源に指定するための
遺伝⼦調査

②エリートツリー等の原
種増産技術の開発等

各育種場の気候条件等に
応じた原種増産技術や閉
鎖型採種園の管理技術の
開発等

③採種園等の有効活⽤
（国有林）

旧採種園等の園内整備や
⺟樹の更新及び⼈⼯造林
地を穂⽊の採取源として活
⽤するための条件整備

⑤苗⽊⽣産技術の向上等

コンテナ苗の⽣産技術の向
上に向けた研修の実施

花粉の少ない苗⽊の円滑
な⽣産のための種穂の増
産を⽀援

④花粉の少ない苗⽊の
円滑な⽣産⽀援
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＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞

１．効果的な花粉発⽣源対策の実施に向けた普及及び調査
花粉発⽣源対策に係る国や都道府県等の取組の成果を普及するとともに、花粉

発⽣源対策をより効果的に実施するために必要な因⼦の抽出・分析⼿法の検討等
を⽀援します。

２．細胞増殖による苗⽊⼤量増産技術の開発
細胞増殖技術を⽤いて、スギの未熟種⼦から苗⽊を⼤量増産する技術の開発を

⽀援します。

３．スギ雄花花芽調査等の推進
花粉⾶散予測に資するスギ雄花花芽調査のためにスギ雄花の着花状況等を調

査するとともに、ドローンの活⽤等による効率的かつ⾼精度な着花量推定⼿法の開
発を⽀援します。

(関連事業)
（R６年度補正予算）花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策

５,６３４,７１０千円
「花粉症対策初期集中対応パッケージ」の着実な実⾏に向けて、スギ⼈⼯林

の伐採・植替え等の加速化やスギ材需要の拡⼤、花粉の少ない苗⽊の⽣産拡
⼤等の総合的な対策を緊急に⽀援します。

森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち
花粉の少ない森林への転換促進対策

＜対策のポイント＞
花粉の少ない苗⽊の⽣産拡⼤に向けた細胞増殖による苗⽊⼤量増産技術の開発や花粉の⾶散量の予測に資するためのスギ雄花の花芽調査等を進める

とともに、林野庁が実施する花粉症対策の普及啓発等を実施します。

＜事業⽬標＞
〇 スギ苗⽊の年間⽣産量に占める花粉の少ない苗⽊の割合の増加 （約５割［令和３年度］ → ９割以上［令和15年度まで］）
〇 スギ花粉の発⽣量の削減（令和２年度⽐約２割削減［令和15年度まで］、約５割削減［令和35年度まで］）

［お問い合わせ先］（１、３の事業）林野庁森林利⽤課（03-3501-3845）
（２の事業） 研究指導課（03-6744-2312）

＜事業の流れ＞

国 ⺠間団体等
定額

1.効果的な花粉発⽣源対策の実施に向けた普及及び調査

・国や都道府県
等の取組の成
果を普及

・植替えを促進
すべき森林の
「⾒える化」の
イメージ

3. スギ雄花花芽調査等の推進

林業事業体、森林所有者等への理解の醸成

【令和７年度予算概算決定額 65,280（ 39,237 ）千円】
（令和６年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策） 5,634,710千円）

・スギ雄花の着花状況等の調査
・ドローンの活⽤等による効率的かつ⾼精度な
着花量推定⼿法の開発

2. 細胞増殖による苗⽊⼤量増産技術の開発

・細胞増殖技術を⽤いて、スギの未熟種⼦から
苗⽊を⼤量増産する技術の開発
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⿃獣被害防⽌対策とジビエ利活⽤の推進

＜対策のポイント＞
農作物被害のみならず農⼭漁村での⽣活に影響を与える⿃獣被害の防⽌のため、⿃獣の捕獲等の強化やジビエ利活⽤拡⼤への取組等を⽀援します。
また、森林における効果的・効率的なシカ捕獲の取組を実施、⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ 農作物被害を及ぼすシカ、イノシシの⽣息頭数を平成23年度から半減（約215万頭［令和10年度まで］）
○ 野⽣⿃獣のジビエ利⽤量を令和元年度から倍増（4,000t［令和７年度まで］）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦ 9,900,000（9,900,272）千円
① ⿃獣被害防⽌総合⽀援事業等【令和6年度補正予算含む】
シカやイノシシ、サル、クマ等への対応など「被害防⽌計画」に基づく地域ぐるみの取組や
侵⼊防⽌柵の設置、⿃獣対策に係る総合的な⼈材育成等を⽀援します。

② ⿃獣被害防⽌都道府県活動⽀援事業、都道府県広域捕獲活動⽀援事業
都道府県が主導して⾏う⿃獣被害防⽌対策や広域捕獲に係る取組等を⽀援します。

③ ⿃獣被害防⽌緊急捕獲活動⽀援事業
被害を及ぼす野⽣⿃獣の捕獲活動経費を⽀援します。

④ ⿃獣被害対策基盤⽀援事業、全国ジビエプロモーション事業等
被害対策推進のための⼈材育成やジビエ消費拡⼤を図るプロモーションを⾏うとともに、
ジビエ利活⽤の更なる拡⼤に向けたペットフードへの利⽤促進や情報発信の取組等を
⽀援します。

⑤ シカ特別対策事業、クマ特別対策事業【令和6年度補正予算含む】
シカの集中捕獲や、クマの捕獲対策を体制整備と併せて⽀援します。

⑥ スマート捕獲等普及加速化事業
ICT等を活⽤したスマート⿃獣害対策のモデル地区の整備と横展開を⽀援します。

２．シカ等による森林被害緊急対策事業 109,440（109,056）千円
森林におけるシカ捕獲を効果的・効率的に実施するため、ドローンを活⽤した捕獲ポイ

ントの特定調査や、簡易な捕獲個体処理施設の整備等を実施、⽀援するとともに、
国有林野における国⼟保全のための捕獲を実施します。

［お問い合わせ先］（１の事業）農村振興局⿃獣対策・農村環境課（03-3591-4958）
（２の事業）林野庁研究指導課 （03-3502-1063）

都道府県 地域協議会等
定額、1/2等

⺠間団体等（⺠間企業、⼀般社団法⼈を含む）

（①、③、⑤、⑥の事業）

（④の事業）
国 都道府県

定額
（②、⑤、⑥の事業）

＜事業の流れ＞ 交付

定額

都道府県等
＜事業の流れ＞

定額
※国有林においては、直轄で実施

国

捕獲ポイントの特定調査 簡易な捕獲個体処理
施設の整備

国有林野における捕獲

〔総合的な⿃獣対策・ジビエ利活⽤拡⼤への⽀援〕

捕獲活動経費の
⽀援

刈り払い等による
⽣息環境管理

侵⼊防⽌柵の設置や
捕獲機材の導⼊

処理加⼯施設
等の整備

処理加⼯施設等
における⼈材育成

② シカ、クマの捕獲対策の強化
被害要因、⽣息状況等に基づいたシカ、クマの捕獲
対策に係る総合的な取組を⽀援

〔捕獲等の強化〕 〔ジビエ利活⽤拡⼤に向けた取組〕
① スマート⿃獣害対策の推進
ICT等を総動員し被害対策を実施するモデル地区を
整備し、優良事例の創出と横展開を推進

② ジビエの情報発信強化
ジビエ利活⽤の更なる拡⼤に向けたコンテンツ
等の展⽰を通じた情報発信の強化

① ジビエペットフード等によるジビエ利⽤の拡⼤
安全なペットフード原料の供給や、捕獲⿃獣の
処理加⼯施設への搬⼊拡⼤に向けた取組を推進

捕獲確認アプリわな監視システム

磨
き
上
げ

スマート捕獲等の実証 モデル地区
横
展
開

③ ⾼度な⿃獣被害対策⼈材の育成・確保
地域の実情を踏まえた対策の実施が図られるよう、
⿃獣被害対策を主導する⼈材の育成・確保を⽀援

鹿革の
ベスト

ジビエ旅

【令和６年度補正予算】
【令和６年度補正予算含む】

【令和７年度予算概算決定額 10,009,440（10,009,056）千円】
（令和６年度補正予算額 5,459,700千円）

【令和6年度補正予算含む】

【令和6年度補正予算含む】

【令和６年度補正予算含む】
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

シカ等による森林被害緊急対策事業 【令和７年度予算概算決定額 109,440（109,056）千円】
（令和６年度補正予算額 159,700千円）

＜対策のポイント＞
シカのねぐらや隠れ場となっている森林において、関連事業と連携した捕獲を推進するため、林業関係者等が⾏う、シカ捕獲ポイントの特定調査など、効率

的な捕獲に必要な取組を実施、⽀援するとともに、国有林野における国⼟保全のための広域的なシカ捕獲を実施します。
＜事業⽬標＞
⿃獣害防⽌森林区域を設定した市町村のうち、シカ被害発⽣⾯積が減少した市町村の割合〔対前年度以上〕

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-3502-1063）
経営企画課（03-6744-2321）

＜事業の流れ＞

１．シカ等森林被害総合対策

① シカの⽣息域となっている森林内において、林業関係者と地域関係者が連携し
てシカ捕獲を効果的・効率的に進めるため、
ア ドローンなどを活⽤してシカのねぐらや隠れ場等を特定する、捕獲ポイントの特
定調査等を実施、⽀援します。
イ 森林はアクセスが悪く、捕獲後の個体処理が困難等条件が悪いことから、簡易
な捕獲個体処理施設の整備など、捕獲に必要な条件整備を実施、⽀援します。

② 森林の持つ国⼟保全機能の維持増進を図るため、国有林野内で特にシカの
⽣息数が増加している奥地天然林や、複数の都府県にまたがる地域において、
広域的かつ効果的なシカ捕獲を実施します。

都道府県等国

１の①ア、イの⼀部及び②は国有林による直轄事業

定額
(１の①ア、イの⼀部事業)

①ア 捕獲ポイントの特定調査等

捕獲

①イ 簡易な捕獲個
体処理施設の整備等
（捕獲実施や捕獲個体処理

をより容易に）

林業関係者

捕獲者

連
携
・

情
報
共
有

★捕獲条件の不利な森林において、捕獲に必要な条件整備等により
捕獲を促進

②国有林野における捕獲

捕獲
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森林病害⾍等被害対策事業
【令和７年度予算概算決定額 626,070（729,919）千円】

＜対策のポイント＞
森林病害⾍等による被害抑制のため、被害が拡⼤している東北地⽅等において、農林⽔産⼤⾂命令による防除の実施や地⽅公共団体等が実施する

防除を⽀援するとともに、ナラ枯れ被害対策の調査等を⾏います。
＜事業⽬標＞
保全すべき松林の被害率を全国的に１％未満の「微害」に抑制［令和７年度まで］

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-3502-1063）

・ 薬剤散布は、マツノザイセンチュウを媒介するマツノマダ
ラカミキリ成⾍を直接殺⾍するとともに、薬剤が染込ん
だマツの枝をかじった成⾍も殺⾍します。
・ 樹幹注⼊は、マツ樹体内に侵⼊するマツノザイセンチュ
ウが増殖できないように薬剤を樹幹に注⼊します。

予防

薬剤の地上散布 薬剤のヘリ空中散布 薬剤の樹幹注⼊

・ 被害⽊を伐倒し、くん蒸・破砕・焼却等により、被害⽊
に⽣息しているマツノマダラカミキリの幼⾍を駆除します。
・ ツヤハダゴマダラカミキリ被害⽊を駆除します。

駆除

くん蒸処理 破砕処理

抵抗性マツ ナラ枯れ

①抵抗性マツの被害リスクと今後の
被害対策、②ナラ枯れの防除⼿法
やその効果等の調査を実施し、効
果的な被害対策の確⽴を図ります。

効
果
的
ऩ
被
害
防
⽌
対
策
प
活
⽤

焼却処理

委託、1/2等＜事業の流れ＞

国 都道府県 市町村等

都道府県
1/2等

⺠間団体等
定額

（１、2の事業の⼀部）

（２の事業の⼀部)

（３、４の事業）

1/2等

１ 森林害⾍駆除事業委託 179,979（188,979）千円
○ 松くい⾍について東北地⽅における被害拡⼤防⽌、佐渡におけるトキ営巣⽊等の保全
を図るため、農林⽔産⼤⾂命令による伐倒駆除や薬剤散布等を実施します。

２ 森林病害⾍等防除事業費補助⾦ 430,965（520,965）千円
① 松くい⾍被害が新たに発⽣している⾼緯度・⾼標⾼地域等における伐倒駆除や薬剤散
布を⽀援します。
② 薬剤の樹幹注⼊等、環境に配慮した松林保全対策を⽀援します。
③ カシノナガキクイムシやのねずみ等による被害のまん延防⽌及びツヤハダゴマダラカミキ
リ被害⽊の駆除を⽀援します。

３ 森林病害⾍等被害対策技術調査事業 14,151（18,000）千円
① 抵抗性マツで造成された樹林における被害リスクや効果的な対策の調査を⽀援します。
② 近年開発された防除⼿法などナラ枯れ対策の効果やコスト等の実態調査を⽀援します。

４ 森林病害⾍等防除損失補償⾦ 975（1,975）千円
○ 農林⽔産⼤⾂命令を受けて⾏う伐倒駆除等に要する費⽤等を補償します。

ツヤハダゴマダラカミキリ対策

（令和６年度補正予算額（森林病害⾍等被害拡⼤防⽌緊急対策）663,200千円の内数）
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

① 林業普及指導員の設置
② 林業普及指導員による計画的な巡回指導活動の実施
③ 巡回指導に必要な普及⾞両の配備
④ 林業普及指導員の経常活動に必要な資機材の整備
⑤ 林業普及指導員の資質向上のための技術研修、シンポジウムの開催
⑥ 試験研究の技術成果の現地実証
⑦ 林業普及指導員が計画的に情報活動を実施するための情報システム整備、特定
情報調査（林業の機械化、森林被害の予防、防除等のうち、早急に普及する必要のある項⽬）の実施

⑧ 林業普及指導員による林業⼤学校への⽀援活動
⑨ 林業普及指導員と林業事業体等が連携した⾼校⽣の就業体験や林業後継者を
対象とした知識・技術向上に資する取組

⑩ 林業普及指導員と森林管理局・署職員との情報交換会や施業の効率化・平準
化のための現地検討会等の開催・参加

⑪ 林業普及指導員によるICT等を活⽤した新たな林業技術や専⾨的知識の普及

林業普及指導事業交付⾦ 【令和７年度予算概算決定額 345,687（347,691）千円】
＜対策のポイント＞
森林・林業・⽊材産業に関する⾼度で幅広い技術、知識及び経験を有する林業普及指導員が、地域全体の森林の整備・保全や林業の成⻑産業
化を⽬指した総合的な視点に⽴ち、森林所有者等に対し、技術・知識の普及と施業に関する指導を⾏うとともに、市町村に対して市町村森林整備計
画の作成や森林経営管理制度の円滑な運⽤に必要な技術的な⽀援を⾏います。

＜事業⽬標＞
森林所有者や林業事業体、市町村等に対し、森林及び林業に関する技術や知識の普及を図ります。

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-3502-5721）国 都道府県
交付（定額）

＜事業の流れ＞

国

《林業普及指導員》

○ 森林所有者その他林業を⾏う者⼜は林業に従事する者及びこれらの
後継者
森林所有者、森林組合、林業事業体、⽊材加⼯・流通業者、
⾼校・林業⼤学校等

○ 市町村

各種情報の
収集

知識・技術の
普及・指導

普及指導対象者

研究成果指導

試験研究要望

• 事業の全国的⽔準を確保
するため、運営⽅針を作成

• 交付⾦の交付

⺠国連携
森林管理局・署

〇 運営⽅針を基本として事業実施⽅針を作成
〇 事業実施⽅針に即して実施計画を作成

• 実施計画に基づく
事業実績の報告

○ 森林法第187条に基づき、都道府県が林業普及指導員を設置し、森林所有
者、市町村等に対して林業に関する知識や技術を普及・指導するために実施する
以下の林業普及指導事業を⽀援します。

都道府県

都道府県
試験研究機関
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＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞

○ （国研）森林研究・整備機構は、森林・林業・⽊材産業に関する総合的な試
験・研究等を⾏うことにより、森林・林業・⽊材産業が抱える諸課題の解決に貢献し、
森林の保続培養を図るとともに、林業に関する技術の向上に寄与し、もって林業の振
興と森林の有する公益的機能の維持増進に資することを使命としています。

○ （国研）森林研究・整備機構の第５期中⻑期⽬標で定められた森林・林業・⽊
材産業分野における⾏政課題に対応した試験研究等を実施し、森林・林業・⽊材
産業のグリーン成⻑の実現に貢献します。

＜対策のポイント＞
森林・林業・⽊材産業に関する試験・研究、林⽊の育種や優良な原種苗⽊の⽣産・配布等を⾏うことにより、森林・林業・⽊材産業のグリーン成⻑の実現及
び諸課題の解決に積極的に貢献します。
＜事業⽬標＞
○ 森林・林業・⽊材産業に関する総合的な試験・研究及び林⽊育種事業の着実な推進
○ 国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構中⻑期⽬標の達成

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-6744-2312）

国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構 研究・育種勘定運営費交付⾦
【令和７年度予算概算決定額 10,364,803（10,258,867）千円】

＜事業の流れ＞

国 国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構
交付（定額）

森林研究・整備機構の試験・研究課題（第５期中⻑期⽬標）と取組事例
(1) 環境変動下での森林の多⾯的機能の発揮に向けた研究開発

(2) 森林資源の活⽤による循環型社会の実現と⼭村振興に資する研究開発

(3) 多様な森林の造成・保全と持続的資源利⽤に貢献する林⽊育種

木の酒構造用木質材料

成長等に優れた品種の開発環境制御による育成期間短縮

生物多様性保全に配慮した保残伐能登半島地震への対応二酸化炭素吸収量の長期観測

絶滅危惧種の遺伝資源保存

改質リグニン 造林作業の省力化に向けた研究

20



＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

森林・林業・⽊材産業が抱える諸課題の解決に貢献し、（国研）森林研究・整
備機構の業務の適切かつ効率的な実施及び職員の安全の確保のため、中⻑期計
画に基づいて研究基盤の維持・強化に必要な施設の整備を⾏います。

○ 実験廃⽔処理設備改修
⽼朽化した実験廃⽔の有害物質を処理する設備を改修します。

○ 四国⽀所共同試料調整室等改修
⽼朽化施設の耐震⼯事等を実施します。

○ 関⻄⽀所研究本館等改修
⽼朽化した施設の改修等を⾏います。

○ 研究本館特殊空調設備改修
⽼朽化により、温湿度コントロールに不具合が⽣じている設備等を改修します。

＜対策のポイント＞
森林・林業・⽊材産業に関する試験・研究、林⽊の育種や優良な原種苗⽊の⽣産・配布等に必要な施設の改善等を⾏うことにより、研究基盤の維持・強
化を図ります。
＜事業⽬標＞
○ 森林・林業・⽊材産業に関する総合的な試験・研究及び林⽊育種事業の着実な推進
○ 国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構中⻑期⽬標の達成

国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構 施設整備費補助⾦
【令和７年度予算概算決定額 366,672（235,417）千円】

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-6744-2312）

＜事業の流れ＞

国 国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構
定額

【実験廃⽔処理設備】 【四国⽀所共同試料調整室】

【研究本館特殊空調設備】【関⻄⽀所研究本館】

著しく老朽化しており、所定の
耐震性能を有していない

老朽化の一例
（腐食により配管の破裂等が頻発）

耐用年数が経過し、劣化した制御盤

老朽化の一例
（渡廊下の柱に亀裂）
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放射性物質対処型森林・林業再⽣総合対策事業
【令和７年度予算概算決定額 3,731,121（3,678,955）千円】

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．森林内における放射性物質の実態把握 221,096（171,096）千円
○ 森林内の放射性物質による汚染実態等を把握するため、樹冠部から⼟壌中まで階層
ごとの放射性物質の分布状況等の調査・解析を実施します。

２．森林・林業再⽣に向けた実証等 2,096,269（2,129,632）千円

① 避難指⽰解除区域等における実証
避難指⽰解除区域等において、地域住⺠の帰還と林業の再⽣を円滑に進められるよ
う、森林施業が放射性物質の動態に与える影響等の検証や実証事業を実施します。

② ほだ⽊等原⽊林再⽣のための実証
放射性物質の影響を受けている⾥⼭・広葉樹林の計画的な再⽣に向けた実証的な

取組を⽀援します（「⾥⼭・広葉樹林再⽣プロジェクト」は本事業を活⽤して実施します）。
③ 帰還困難区域の森林施業実施に向けた実証

作業実態に応じた被ばく量の推定や帰還困難区域の空間線量率の実態把握を踏まえ
た森林施業実施の在り⽅の検討、作業時間の⽬安と被ばく量管理⽅法といった作業者
の安全・安⼼のためリスクコミュニケーションなど施業実施に向けた森林作業のガイドライ
ンを作成します。
④ 情報の収集・整理と情報発信等

森林・林業の再⽣に向けた情報の収集・整理と情報発信等を実施します。

＜対策のポイント＞
被災地の森林・林業の再⽣を図るため、 森林内における放射性物質の実態把握、ほだ⽊等原⽊林再⽣のための実証、間伐等の森林整備と⼀体的に⾏
う⼟砂流出防⽌柵の設置等の放射性物質対策に加え、帰還困難区域の施業実施に向けた森林作業のガイドライン作成を実施します。
＜事業⽬標＞
森林・林業の再⽣を通じた被災地の復興

２．森林・林業再⽣に向けた実証等

間伐等の影響検討 リターの蓄積量把握

①避難指⽰解除区域等における実証
②ほだ⽊等原⽊林再⽣のための実証

④情報の収集・整理と情報発信等

シンポジウム 企画展⽰

１．森林内における放射性物質の実態把握

樹⽊に沈着した放
射性セシウムは⾬
による溶脱や落葉
などで地表へ移動
し、森林内の分布
は12年間で⼤きく
変化

2011年 2023年

川内村
（スギ林）

葉
32%

枝
9%
樹⽪
4%

材
0.2%

落葉層
32%

⼟壌
23%

⼟壌等の濃度測定

伐採及びぼう芽更新⽊等の濃度測定による再⽣実証
「⾥⼭・広葉樹林再⽣プロジェクト」の推進

葉
0.2%

枝
0.3%

樹⽪
0.8%

材
0.7%

落葉層
1%

⼟壌
97%

原⽊林の成林 伐採後のぼう芽更新

空間線量率の実態把握 作業実態に応じた
被ばく量の推定

③帰還困難区域の森林施業実施に向け
た実証

帰還困難区域の施業実施に向けたガイドライン作成
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

定額

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課（03-6744-9530）
業務課 （03-3503-2038）

３．放射性物質対処型林業再⽣対策 1,413,756（1,378,227）千円
① 森林整備の実施に必要な放射性物質対策

事業地を選定するための汚染状況重点調査地域等の森林の放射線量等の概況調
査、作業計画の検討を⾏うための事業対象森林の調査、森林所有者等への説明・同
意取付等を⽀援します。
また、放射性物質の移動抑制のための筋⼯の施⼯等、森林整備を実施する際に必

要な放射性物質対策を⽀援します（「ふくしま森林再⽣事業」は本事業を活⽤して実施
します）。
② ⾥⼭再⽣事業

住居周辺の⾥⼭において、住⺠の安全・安⼼の確保に資するため、環境省・復興庁に
よる除染・線量測定の取組と連携して森林整備を実施します。

委託

※３①の⼀部は国有林による直轄事業

国 県、（国研）森林研究・整備機構

委託

＜事業の流れ＞

国
⺠間団体等

(１の事業)
(３の②の事業)

都県 市町村、⺠間団体等
定額定額

国

⺠間団体等 (２の①、③、④の事業)

定額
都県

※１の⼀部は国有林による直轄事業

委託
⺠間団体等

３． 放射性物質対処型林業再⽣対策

移動抑制対策(筋⼯)

①森林整備の実施に必要な放射性物質対策

関係者の同意取付放射線量等の概況調査等

②⾥⼭再⽣事業

⾃然観察園（スギ、アカマツ等の間伐）

定額
県

県 市町村等
定額定額

(２の①、②の事業)

(２の①、②の事業)

(３の①の事業)
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